
(単位:百万円)

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

31,176 473,963
5 17,220

31,170 456,149
593

30,171
157

312,351
71,698 6,070
7,953 69

202,418 465
57 4,112

21,264 0
8,959 28

872
60,026 520
5,606
54,420 248

42,225 1,570
20,154
21,817 35
253

3,441
3,374
67 ( 純 資 産 の 部 )

1 27,500

82 13,704
13,704

13,401
8,565 △ 31,515
2,449 △ 31,515
1,038 △ 31,515
576
94 9,689
675

△ 441
4,705

△ 441
35

△ 6,324
9,248

資 産 の 部 合 計 491,294 491,294

株 主 資 本 合 計

繰 延 税 金 資 産

純 資 産 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計

そ の 他 の 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

その他有価証券評価差額金

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

482,045

ソ フ ト ウ ェ ア

代 理 店 貸

無 形 固 定 資 産

資 本 金

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

現 金 及 び 預 貯 金

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

保 険 契 約 準 備 金

再 保 険 借

現 金
預 貯 金

支 払 備 金
責 任 準 備 金
契 約 者 配 当 準 備 金

平成22年度（平成23年3月31日現在）貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

社 債

外 国 証 券
そ の 他 の 証 券

株 式

国 債
地 方 債

資 本 準 備 金

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 負 債

価 格 変 動 準 備 金

未 払 法 人 税 等
未 払 金

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

預 託 金

前 払 費 用
未 収 収 益

未 収 金
そ の 他 資 産

建 物

未 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

前 受 収 益

貸 付 金
保 険 約 款 貸 付
一 般 貸 付

仮 払 金

預 り 金
預 り 保 証 金
仮 受 金

再 保 険 貸

有 形 固 定 資 産
土 地

支 払 承 諾

資 本 剰 余 金

負 債 の 部 合 計

（1） オリックス生命保険株式会社



貸借対照表の注記

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対する債
権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、債権額
から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現
状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念
先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額
を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監
査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の
設定に関する意見書」平成10年6月16日企業会計審議会）に基づき、当年度末において発生していると認めら
れる額を計上しております。

価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等の
うち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のも
のについては、発生年度に費用処理しております。

リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算
しております。

(1)標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成8年大蔵省告示第48号）

当社の親会社であるオリックス株式会社は、平成23年4月1日に開始する事業年度より連結納税の適用を受ける
ことにつき、国税庁長官の承認を受けました。
このため当期より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計
基準委員会実務対応報告第5号）及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（そ
の２）」（企業会計基準委員会実務対応報告第7号）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を
しております。

(2)標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法によ
り行っております。

当期より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号）及び「資産除去債務に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第21号）を適用しております。
これに伴い、経常損失が8百万円増加し、税引前当期純損失が24百万円増加しております。

有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、満期保有目的の債券については移動
平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては 3月末日の市場価格等
に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについ
ては取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価法
（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。
賃貸用有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　 定額法により行っております。
営業用有形固定資産
　①平成19年3月31日以前に取得したもの　　　　　　　　旧定率法により行っております。
　②平成19年4月 1日以降に取得したもの　　　　　　　　定率法により行っております。
なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、3年間で均等償却を
行っております。

（2） オリックス生命保険株式会社



12.

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

31,176 31,176 -

　貸付金として取扱うもの 30,171

△ 236

29,934 29,934 -

312,341 312,754 413

43,694 44,107 413

268,647 268,647 -

60,026

5,606

54,420

△ 6,063

53,963 54,841 878

8,565 8,565 -

1,038 1,038 -

　　△貸倒引当金（※2）

　未収金

貸付金

　一般貸付

　未収収益

（※1）買入金銭債権に対応する個別貸倒引当金を控除しております。

（※2）貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（1）現金及び預貯金
預貯金は全て満期のない預貯金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

保険業法第118条第1項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、生命保険の販売（契約獲
得）により固定金利（予定利率）で資金調達されている負債特性を十分に考慮し、金利変動による不利な影響
が生じないように、当社では、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。
この方針に基づき、具体的には、公社債、貸付金等の利付資産をポートフォリオの核とし、また、一部を不動
産へ資産配分しております。
また、デリバティブについては、主として為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を活用してお
りますが、当期末の取引残高はありません。
なお、主な金融商品として、有価証券は市場リスク及び信用リスク、貸付金は信用リスクに晒されておりま
す。
市場リスクの管理にあたっては、資産運用リスク管理規則に従い、定期的に時価及び時価変動額を把握し、許
容されるリスクの範囲内で適切な資産配分が行われていること等をモニタリングし、役員会に報告しておりま
す。
信用リスクの管理にあたっては、資産運用リスク管理規則に従い、発行体及び与信先の財務状況や与信金額が
特定の企業、業種に集中していないこと等をモニタリングし、役員会に報告しております。
主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

買入金銭債権

　保険約款貸付

その他資産

有価証券

　満期保有目的の債券

　その他有価証券

　　△貸倒引当金（※1）

現金及び預貯金

（4）貸付金
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておら
ず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、
帳簿価額を時価としております。
一般貸付のうち、変動金利貸付の時価については、将来キャッシュ・フローに市場金利が短期間で
反映されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。
一方、固定金利貸付の時価については、主に、将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価
格によっております。
なお、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸付金については、直接減額前の帳簿価額から
貸倒見積高を控除した額を時価としております。

（2）買入金銭債権の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

（3）有価証券
 ・市場価格のある有価証券
   3月末日の市場価格等によっております。
 ・市場価格のない有価証券
   将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いた価格によっております。
   なお、非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されている
   ものについては、有価証券に含めておりません。
   当該非上場株式の当期末における貸借対照表価額は、9百万円であります。

（3） オリックス生命保険株式会社



13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

      前年度末現在高 466 百万円

      当年度契約者配当金支払額 457 百万円

      契約者配当準備金繰入額 583 百万円

      当年度末現在高 593 百万円

20.

21.

当社では、東京都その他の地域において賃貸用のオフィスビル及び住宅（土地を含む）を有しており、当期末
における当該賃貸等不動産の貸借対照表価額は、42,037百万円、時価は、47,378百万円であります。
なお、時価の算定にあたっては、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額によって
おります。

（5）その他資産（未収金及び未収収益）
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

貸付金のうち、破綻先債権額は2,826百万円、延滞債権額は3,984百万円、貸付条件緩和債権額は990百万円で
あり、その合計額は7,801百万円であります。3ヵ月以上延滞債権はありません。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は
利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を
除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1
項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸付金であります。
延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。
3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として3ヵ月以上延滞している貸
付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、
元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び
3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。

有形固定資産の減価償却累計額は2,607百万円であります。

関係会社に対する金銭債権の総額は2,678百万円、金銭債務の総額は123百万円であります。

繰延税金資産の総額は15,689百万円、繰延税金負債の総額は43百万円であります。
繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は、10,940百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、繰越欠損金9,872百万円、保険契約準備金2,350百万円、貸倒引当金
1,768百万円、価格変動準備金550百万円であります。
繰延税金負債の発生の原因別内訳は、未収配当金43百万円であります。

貸借対照表に計上したその他の有形固定資産の他、リ－ス契約により使用している重要なその他の有形固定資
産として電子計算機があります。

契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。

保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する
責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は169百万円であります。
なお、同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」とい
う。）はありません。

1株当たりの純資産額は11,560円52銭であります。

（4） オリックス生命保険株式会社



22.

　23.

24.

ｲ  退職給付債務 △ 1,869 百万円

ﾛ  年金資産 1,575 百万円

ﾊ  未積立退職給付債務(ｲ+ﾛ) △ 294 百万円

ﾆ  未認識数理計算上の差異 418 百万円

ﾎ  未認識過去勤務債務 △ 295 百万円

ﾍ  貸借対照表計上額純額(ﾊ+ﾆ+ﾎ) △ 170 百万円

ﾄ  前払年金費用 77 百万円

ﾁ  退職給付引当金 △ 248 百万円

(2)退職給付債務等の計算基礎

ｲ  退職給付見込額の期間配分方法    期間定額基準

ﾛ  割引率 2.1 ％

ﾊ  期待運用収益率 2.2 ％

ﾆ  数理計算上の差異の処理年数 12 年

ﾎ  過去勤務債務の額の処理年数 12 年

25.

（1）譲渡資産の種類
　　 賃貸用不動産

平成23年4月26日開催の取締役会において、固定資産の譲渡を決議いたしました。それを受け、同年5月9日付
けで資産の譲渡契約を締結し、同年6月1日付けで当該譲渡を完了する予定です。その概要は以下のとおりであ
ります。

（2）譲渡価額
　　 12,944百万円

保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における当社の今後の負担見積額
は1,232百万円であります。
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

退職給付債務に関する事項は次のとおりであります。

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

(1)退職給付債務及びその内訳

（5） オリックス生命保険株式会社



     　　平成22年度 　   損益計算書

     　　   (単位:百万円)

金　　　　額

  経        常        収        益 124,746

107,892
107,728

163

14,628
11,147

0
4,060
2,011
4,147
928

2,880
9

591

2,225
1,772
59
384
9

  経        常        費        用 129,731

90,180
22,859
1,682
5,540
58,087
1,537
473

3,444
3,444

3,061
0
76
25
0

1,002
1,956

30,138
2,906
131

1,699
1,064

7
2

  経        常        損　 　　　失 4,985

  特        別        利　　　　 益 961

961

  特        別        損         失 454

306
70
61
16

583

5,061

67

△ 4,515

△ 4,448

613

そ の 他 の 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額

災 害 に よ る 損 失

固 定 資 産 等 処 分 損
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 損 失

当 期 純 損 失

法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 及 び 住 民 税

保 険 金 等 支 払 金

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

保 険 料 等 収 入

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

そ の 他 の 経 常 収 益

保 険 料

有 価 証 券 償 還 益
有 価 証 券 売 却 益

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

保 険 金 据 置 受 入 金
責 任 準 備 金 戻 入 額

科 目

そ の 他 経 常 収 益

預 貯 金 利 息
有価証券利息・配当金
貸 付 金 利 息
不 動 産 賃 貸 料
そ の 他 利 息 配 当 金

そ の 他 運 用 収 益

年 金
保 険 金

支 払 利 息

支 払 備 金 繰 入 額

再 保 険 料
そ の 他 返 戻 金

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

給 付 金
解 約 返 戻 金

資 産 運 用 費 用

そ の 他 運 用 費 用

有 価 証 券 評 価 損

為 替 差 損
有 価 証 券 償 還 損

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

保 険 金 据 置 支 払 金

賃貸用不動産等減価償却費

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用

減 価 償 却 費
税 金

平成22年4月 1日から
平成23年3月31日まで

（6） オリックス生命保険株式会社



損益計算書の注記

1.

2.

3.

4.

5.

6.

ｲ  勤務費用 142 百万円

ﾛ  利息費用 35 百万円

ﾊ  期待運用収益 △ 32 百万円

ﾆ  数理計算上の差異の費用処理額 60 百万円

ﾎ  過去勤務債務の費用処理額 △ 47 百万円

7. 関連当事者との取引は以下のとおりであります。

属性 会社等の名称
議決権の数の
被所有割合
（％）

取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
オリックス
株式会社

直接 95.6
貸付金の
譲受（注1）

24,002 － －

間接  4.4
信託受益権の
売却（注2）

907 － －

親会社の
子会社

オリックス
自動車
株式会社

－
信託受益権の
購入（注2）

4,000 － －

関連当事者との関係

　オリックス株式会社とは役員の兼務等の関係があります。

取引条件

（注1）親会社であるオリックス株式会社から、貸付金に関する貸出参加契約に基づき、貸付金を
　　　 譲り受けております。

　　　 なお、参加条件は市場を勘案して決定しております。

（注2）取引条件は市場を勘案して合理的に決定しております。

8. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

関係会社との取引による収益の総額は119百万円、費用の総額は1,068百万円であります。

有価証券売却益の内訳は、国債等債券2,860百万円、外国証券19百万円であります。

有価証券評価損の内訳は、国債等債券66百万円、株式等9百万円であります。

支払備金繰入額の計算上、足し上げられた出再支払備金戻入額の金額は0百万円、責任準備金戻入額の計
算上、差し引かれた出再責任準備金戻入額の金額は10百万円であります。

1株当たりの当期純損失は、766円52銭であります。

退職給付費用の総額は157百万円であります。

なお、その内訳は以下のとおりであります。

（7） オリックス生命保険株式会社


